
平成 18年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 17年 11月 2日

上   場   会   社   名   ダイセル化学工業株式会社 上場取引所 東 大

コード番号      4202 本社所在都道府県

（ URL http://www.daicel.co.jp ) 大阪府

代　　　表　　　者　　　代表取締役社長　　　　　　　小川　大介

問合せ先責任者　　　ＩＲ広報グループリーダー　　畑　理史 TEL (03) 6711 - 8121
中間決算取締役会開催日　　平成 17年 11月 2日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 17年 12月 5日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 17年 9月中間期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月 30日）
(1)経営成績 　　　　(注)　百万円単位表示の金額については百万円未満切捨て

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 87,194 9.2 6,484 41.8 8,308 52.1
16年 9月中間期 79,882 1.0 4,572 7.7 5,462 33.8
17年 3月期 167,678 11,028 12,605

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 6,015 101.2 16.62
16年 9月中間期 2,989 540.0 8.25
17年 3月期 6,882 18.91
(注)①期中平均株式数    17年 9月中間期   362,028,895 株   16年 9月中間期   362,177,716 株   17年 3月期   362,138,337 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

17年 9月中間期 4.00 －
16年 9月中間期 3.00 －
17年 3月期 － 8.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 308,194 152,635 49.5 421.65
16年 9月中間期 263,899 137,865 52.2 380.69
17年 3月期 282,642 143,315 50.7 395.75
(注)①期末発行済株式数　17年 9月中間期   361,993,757 株   16年 9月中間期   362,150,552 株   17年 3月期   362,052,606 株

 　  ②期末自己株式数　　 17年 9月中間期    　2,948,925 株   16年 9月中間期    　2,792,130 株   17年 3月期    　2,890,076 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 183,000 16,500 10,000 4.00 8.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   27円 62銭

　　（注）上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断したものであり、実際の業績は、様々な要因により、これらの業績予想とは異なることが

　　　　　 ありうることをご承知おき下さい。

　　　　　 なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の13～15ページを参照して下さい。
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６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等    
(1)(1)(1)(1)中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表    

（単位：百万円） 

前 年 中 間 期 当当当当    中中中中    間間間間    期期期期    前    期 増 減(△) 期 別 

区 分 (平成16年９月30日) (平成17年９月30日) (平成17年３月31日) (対平成17年３月31日) 

（資 産 の 部）              

Ⅰ 流 動 資 産   ( 86,917 ) ( 85,405 ) ( 94,915 ) ( △  9,510 ) 

 現 金 及 び 預 金   797   635   838   △    203  

 受 取 手 形   875   792   906   △    114  

 売 掛 金   39,823   42,669   42,634   35  

 た な 卸 資 産   20,397   22,094   21,160   934  

 収用に係る未収入金   -   2,362   3,150   △    788  

 そ の 他   25,062   16,903   26,278   △  9,375  

 貸 倒 引 当 金   △    39   △    52   △    53   1  

               

Ⅱ 固 定 資 産  ( 176,981 ) ( 222,788 ) ( 187,727 ) ( 35,061 ) 

１. 有 形 固 定 資 産  ( 109,810 ) ( 127,351 ) ( 103,456 ) ( 23,895 ) 

 建 物   25,702   23,918   24,265   △    347  

 構 築 物   13,674   13,296   13,035   261  

 機 械 装 置   41,224   41,546   37,877   3,669  

 土 地   22,551   22,828   21,173   1,655  

 建 設 仮 勘 定   4,401   23,445   4,953     18,492  

 そ の 他   2,255   2,315   2,152       163  

２. 無 形 固 定 資 産   5,243   4,811   5,034    △    223  

３. 投資その他の資産  ( 61,927 ) ( 90,625 ) ( 79,235 ) ( 11,390 ) 

 投 資 有 価 証 券   40,208   53,711   45,083   8,628  

 関 係 会 社 株 式   15,169   18,536   17,478   1,058  

 収用に係る未収入金   -   6,192   8,555   △  2,363  

 そ の 他   6,749   12,568   8,335    4,233  

 貸 倒 引 当 金   △  199   △  383   △  217    △    166  

               

資 産 合 計  263,899   308,194   282,642   25,552  
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（単位：百万円） 

前 年 中 間 期 当当当当    中中中中    間間間間    期期期期    前      期 増 減(△) 期 別 

区 分 (平成16年９月30日) (平成17年９月30日) (平成17年３月31日) (対平成17年３月31日) 

（負 債 の 部）              

Ⅰ 流 動 負 債   ( 66,285 ) ( 60,787 ) ( 53,508 ) ( 7,279 ) 

 買 掛 金   36,182   39,125   37,448   1,677  

 １年内に償還する社債   10,000   -   -   -  

 短 期 借 入 金   3,690   1,231   523   708  

 １年内に返済する長期借入金    5,462   5,387   3,755   1,632  

 未 払 法 人 税 等   140   1,547   1,069   478  

 そ の 他   10,810   13,494   10,712   2,782  

               

Ⅱ 固 定 負 債  ( 59,747 ) ( 94,771 ) ( 85,818 ) ( 8,953 ) 

 社 債   40,000   40,000   40,000   -  

 長 期 借 入 金   10,427   16,553   7,118   9,435  

 退 職 給 付 引 当 金   2,887   2,707   3,280   △    573  

 圧 縮 記 帳 特 別 勘 定   -   22,580   26,387   △  3,807  

 そ の 他   6,432   12,930   9,032   3,898  

               

 負 債 合 計   126,033   155,559   139,327   16,232  

（資 本 の 部）              

Ⅰ 資 本 金   36,275   36,275   36,275   -  

               

Ⅱ 資 本 剰 余 金  ( 31,377 ) ( 31,379 ) ( 31,378 ) ( 1 ) 

 資 本 準 備 金   31,376   31,376   31,376   -  

 そ の 他 資 本 剰 余 金   1   3   2   1  

               

Ⅲ 利 益 剰 余 金  ( 57,269 ) ( 64,248 ) ( 60,076 ) ( 4,172 ) 

 利 益 準 備 金   5,242   5,242   5,242   -  

 任 意 積 立 金   45,025   45,109   45,025   84  

 中間（当期）未処分利益   7,001   13,896   9,808   4,088  

               

Ⅳ その他有価証券評価差額金   13,903   21,784   16,600   5,184  

               

Ⅴ 自 己 株 式   △   960   △ 1,053   △ 1,015   △     38  

 資 本 合 計   137,865   152,635   143,315   9,320  

 負 債 資 本 合 計   263,899   308,194   282,642   25,552  
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(2)(2)(2)(2)中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書    
（単位：百万円） 

 
前年中間期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

 
当中間期当中間期当中間期当中間期    

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

 
前  期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
増 減(△) 

 
(対前年中間期) 

期 別 

区 分 

 金 額 百分比  金 額 百分比  金 額 百分比  金 額 増減率 

     ％   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高   79,882 100.0  87,194 100.0  167,678 100.0  7,312 9.2 

Ⅱ 売 上 原 価   63,233 79.2  68,874 79.0  132,021 78.7  5,641 8.9 

 売 上 総 利 益   16,648 20.8  18,319 21.0  35,656 21.3  1,671 10.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   12,076 15.1  11,835 13.6  24,628 14.7  △   241 △  2.0 

 営 業 利 益   4,572 5.7  6,484 7.4  11,028 6.6  1,912 41.8 

Ⅳ 営 業 外 収 益   2,805 3.5  3,003 3.4  5,258 3.1  198 7.1 

 受 取 利 息 及 び 配 当 金   2,094   2,373   4,029   279  

 そ の 他   711   629   1,229   △    82  

Ⅴ 営 業 外 費 用   1,915 2.4  1,179 1.3  3,681 2.2  △   736 △ 38.4 

 支 払 利 息   705   539   1,335   △   166  

 そ の 他   1,210   640   2,345   △   570  

 経 常 利 益   5,462 6.8  8,308 9.5  12,605 7.5  2,846 52.1 

Ⅵ 特 別 利 益    40 0.1  4,252  4.9  26,722 15.9  4,212 - 

 固 定 資 産 処 分 益   -   62   26,682   62  

 投 資 有 価 証 券 売 却 益   -   223   -   223  

 子 会 社 出 資 金 売 却 益   -   3   -   3  

 補 助 金 収 入   40   157   40   117  

 圧縮記帳特別勘定取崩益   -   3,807   -   3,807  

Ⅶ 特 別 損 失   1,617 2.0  4,256 4.9  30,569 18.2  2,639 163.2 

 固 定 資 産 除 却 損   509   287   1,542   △   222  

 固 定 資 産 評 価 損   -   -   1,348   -  

 固 定 資 産 圧 縮 損   40   3,964   40   3,924  

 減 損 損 失   -   4   -   4  

 圧縮記帳特別勘定繰入損   -   -   26,387   -  

 関係会社株式出資金評価損   1,067   -   1,251   △ 1,067  

 税引前中間（当期）純利益    3,885 4.9  8,304 9.5  8,758 5.2  4,419 113.7 

 法人税、住民税及び事業税    18 0.0  1,767 2.0  1,530 0.9  1,749 - 

 法 人 税 等 調 整 額   878 1.2  522 0.6   346 0.2  △   356  

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益   2,989 3.7  6,015 6.9  6,882 4.1  3,026 101.2 

 前 期 繰 越 利 益   4,012   7,880   4,012   3,868  

 中 間 配 当 額   -   -   1,086   -  

 中間（当期）未処分利益    7,001   13,896   9,808   6,895  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの･････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの･････････････移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ････････････････････時価法 

(3)たな卸資産･･････････････････････移動平均法による原価法 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産････････････定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 3年 ～ 50年 

構築物 3年 ～ 75年 

機械装置 4年 ～ 15年 

(2)無形固定資産････････････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金･･････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金･･････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 

５．リース取引の処理方法･･･････リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ 

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 



- 36 - 

 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(2)ヘッジ手段及びヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金 

(3)ヘッジ方針 

金利変動リスクに対して、取締役会等において承認を受けた規定及び方針に定める範囲内の期間、

極度額にてリスクヘッジすることとしております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理･････税抜方式によっております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更    

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前中間純利

益は４百万円減少しております。 

 

注記事項注記事項注記事項注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 前 年 中 間 期 当当当当    中中中中    間間間間    期期期期    前    期 

１．有形固定資産の減価償却累計額 307,075百万円 299,490百万円 295,550百万円 

 

２．有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額 

土       地 40百万円 197百万円 40百万円 

 

３．担保提供資産とそれに対応する債務 

担保提供資産 

建 物 20,426百万円 19,866百万円 20,097百万円 

構 築 物 12,971百万円 12,823百万円 12,544百万円 

機 械 装 置 39,342百万円 40,691百万円 37,247百万円 

土 地 7,539百万円 7,480百万円 7,480百万円 

そ の 他 1,735百万円 1,775百万円 1,609百万円 

帳 簿 価 額 計 82,015百万円 82,638百万円 78,980百万円 

上記に対応する債務 

長 期 借 入 金 5,760百万円  3,371百万円 2,783百万円 

(１年内返済分を含む)             

 

４．偶発債務 

関係会社及び従業員の金融機関他か

らの借入金等に対する保証債務 
26,023百万円 34,192百万円 24,101百万円 
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５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。当中間会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

 前 年 中 間 期 当当当当    中中中中    間間間間    期期期期    前    期 

貸出コミットメント総額 10,000百万円 16,000百万円 20,000百万円 

借 入 実 行 残 高 -百万円 8,000百万円 -百万円 

借 入 未 実 行 残 高 10,000百万円 8,000百万円 20,000百万円 

 

６．収用に関する件 

平成17年３月期において、大阪府道高速大和川線事業の施行に伴い、大阪製造所堺工場の一部敷地の

売却及び物件移転補償等についての協定を阪神高速道路公団（現阪神高速道路㈱）と締結いたしまし

た。本件に伴い、将来直接減額を予定している部分については、固定負債に「圧縮記帳特別勘定」と

して計上いたしました。また、移転に伴い発生する損失に対する補償部分は、仮受金として固定負債

の「その他」に含めて計上しております。 

当中間期において移転先である大竹工場の隣接土地を取得したことから、当該取得土地に対して直接

減額の処理を行い、「固定資産圧縮損」3,807百万円を計上するとともに「圧縮記帳特別勘定」を同額

取り崩して「圧縮記帳特別勘定取崩益」を計上しております。 

 

  (中間損益計算書関係) 

１．減価償却実施額 

 前 年 中 間 期 当当当当    中中中中    間間間間    期期期期    前    期 

有 形 固 定 資 産 6,265百万円 5,860百万円 12,993百万円 

無 形 固 定 資 産 743百万円     495百万円 1,341百万円 

          計 7,008百万円   6,356百万円 14,335百万円 

 

２．当中間期の特別利益中の「固定資産処分益」は、遊休土地の売却によるものであります。 

 

３．当中間期の特別損失中の「減損損失」は、利用の見込みがなくなった鉱業権に係るものであります。 

 

①①①①    リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係    

                半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

②②②②    有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係）    

前年中間期（平成16年９月30日） 

                子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当 中 間 期（平成17年９月30日） 

                子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前 期（平成17年３月31日） 

                子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


